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企業は、財貨（goods）または用役（service）の生産ならびに販売という機能を社会に
おいて専門的に担当し、そのための構造として協同的労働単位〔＝「協働体」（co-opera-
tive organization）〕を構成する。企業は自らの経済活動を通しての持続的成長・発展を
存在条件とするため、一方では利益社会（ゲゼルシャフト；gesellschaft）１の代表とされ
たり、「功利的」（utilitarian）組織２に分類される。
他方、企業はその活動において社会との相互関係を必然とし、社会全体の利益をも考慮
しなければ存在できないことが20世紀中葉以降、ほとんど疑問を持ちえない事実となって
いる３。特に近年、全体社会（whole society）４、さらには自然環境という大きな枠組みの
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 ＜個人間関係＞ ＜類型＞ ＜目的＞ ＜機能＞ ＜種類＞
自然環境⇔全体社会⇔個人
・二人関係
（diad relation）
・集団
（広義のgroup）
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（whole society）
（individual） ・非公式集団
・組織体（形式的合理的人間関係） ・営利
（proﬁt）
・非営利
（nonproﬁt）
事業 企業
官公庁
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病院
軍隊
非営利組織（NPO）
非政府組織（NGO）
行政
教育
医療
「国防」
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「危機管理」
（gemeinschaft・informal organization）
（gesellshaft・ formal organization）
図表-1　「社会」における企業の位置づけ
備考：筆者作成
中に企業を位置づけ（図表-1を参照）、そこでの企業活動に付随する責任の認識、また、
社会との共生（symbiosis）を目指す、より積極的な取り組みである「企業の社会的責任」
（corporate social responsibility；CSR）（以下、特に支障のない限り、簡略化のためCSR
との表現を用いる）の実践が求められている。それにより、旧来の財務的業績のみを重視
する企業の価値観に対して再考が促されている。
企業の活動の中核をなすものが、そこでの統合的・最終的意思決定の権限を有する経営
者（the management）であることは言うまでもない。産業技術の高度化・社会構造の複
雑化がますます進展する現代では、経営者には一段と高い能力の保持とその実践が求めら
れている。すなわち、企業経営全般に関する多様かつ高水準の知識ならびに技能の修得と
同時に、その実践にともなう高度の責任の自覚が求められ、それらの集約的表現として
“profession”（専門家的職業）であることが要請される。
ところで、経営者の職務・権限・責任は、経営者に対する任免権ないし人事権と密接な
関連を有する。具体的には、その所属企業における所有者の性格、その出資比率、その権
限の範囲等、すなわち企業形態により経営者としての権限ならびに責任の態様が異なるか
らである。本稿では、論議の対象である経営者の所属企業を、私企業とし、特に株式会社、
さらには大規模公開株式会社とする。そしてまず、そこでの経営者職能について考察し、
次に、経営者（いわゆる「専門経営者」）のprofession性を検討することを通して、CSRへ
の取り組みと経営者の責任について検討する。
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１．企業における職能の全体構造と最高経営職能
資本主義社会において、私企業は利益の創出を目的として、財またはサービスの生産な
らびに販売（＝事業）を行なう組織体である。さらに、生産ならびに販売を計画的・持続
的に行なうにあたり、労働者の継続的雇用および機械や設備への反復的投資の必要性、す
なわち活動の循環的維持が求められる。したがって企業は、事業の「継続組織体」（going
concern）５として把握される。
組織体としての企業を維持するために必要な業務の構成内容である職能（function）は、
企業の形態・規模等の相違にかかわらず、すべての企業に存在する。それは初期的形態に
おいては未分化の状態にあり、各種の職能はそのほとんどが生産職能のうちに包括され遂
行されていた。しかしその後、機械の導入や株式会社制度の発達により企業規模が拡大・
複雑化すると、それまで一体化され未分化の状態であった職能には、業務の技術的内容に
もとづく分類、すなわち、職能分化（differentiation）が進展する。
職能分化には、企業活動の過程的分化である水平的分化（horizontal division）と、階
層的分化である垂直的分化（vertical division）が含まれ、ほぼ同時に進行する。
水平的分化は企業活動における過程・要素・事業単位に即して生ずる分化である。それ
は時間的・手続的前後関係を意味し、具体的には、資本調達―購買―生産―販売
―成果配分から成る。ただし、企業活動は継続しなくてはならないため、その過程には
反復が必要であり循環の形態をとる。
それに対し垂直的分化は、他の諸職務に対して有する影響力としての権限の量的差異に
よる業務の分化、すなわち、権限委譲（delegation of authority）を通じて階層的構造を
生成し、組織体における統一性の実現を目的とする。権限委譲は、常に権限が責任に対応
する関係として遂行されるため、各管理者の有する権限と責任（authority and responsi-
bility）の明確化は重要な前提となる。
産業化が進展し、一方における株式会社制度の発達と、他方における企業規模の拡大、
すなわち、さらなる業務の増加や複雑化などによる特殊専門的分化（specialization）の要
請が進展すると、最高管理層（top management）と下級管理層（lower management）
との間に、中級管理層（middle management）として、上位職務から委譲された権限の
範囲内において部門の管理を行なう管理層が生成され、企業活動の各主要領域における計
画作成・組織編成・指導・統制において中心的機能を担う。この場合、部門とは職能別部
門（functional department）、ならびに事業部制における事業単位別部門（division）の双
方を意味する。職能別部門は、ラインである購買・生産・販売などの部門、およびスタッ
フである人事・財務・総務などの部門、一方、事業部は、顧客別・製品別・地域別などの
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最高経営責任者
（Chief Executive Oﬃcer：CEO）
取締役会（board of directors）
業務執行担当常勤役員
（「経営責任者」）
（executive oﬃcers ）
　：総括経営層
（general management）
部門管理層
（departmental/
　divisional management）
現場管理層
（shop management）
最高管理層
（top management）
中級管理層
（middle management）
下級管理層
（lower management）
作業（管理補助・現場業務）
図表-2　管理機構
備考：筆者作成
いずれかを基準に形成される部門である。なお、これらの部門における本来的任務は、最
高管理層の決定した全般的経営計画にもとづき、部門ごとに執行業務を担当するものであ
る。
このような経過を経て、企業の管理機構は、典型的には、最高管理層、中級管理層なら
びに下級管理層の三つの階層から成る構造６として捉えることができる。
最高管理層には、株主からの受託（trusteeship）の遂行を担当する取締役会（board of
directors）と、取締役会により任命され業務の執行を担当する業務執行担当常勤役員
（executive officers；経営責任者）とが存在する。業務執行担当常勤役員は、企業活動実
施における最高意思決定ならびに最高指揮を主要な機能とし、既述した部門管理責任者群
の任命・業績審査・解任をも行なう。そしてその職務の対象範囲の性格からは総括経営層
（general management）として理解される。ホールデン、フィッシュ、スミス
（Holden,P.E.&Fish,L.S.&Smith,H.L.）は総括経営層を、「取締役会によって設定された基本
方針ならびに取締役会から委譲された権限の範囲内において、企業全体の実行計画の作成
（active planning）、指揮（direction）、調整（co-ordination）統制（control）を包含する」７
ものと述べている。以上のことから、本稿では、経営者を、最高経営責任者（chief
executive officer；CEO）をはじめとする業務執行担当常勤役員（総括経営層）と理解す
る（図表-2を参照）。
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このような、職能分化および管理に関する研究は、一方では企業規模の拡大を可能なら
しめる株式発行数の増大を契機として、大株主の株式保有比率の低下の結果、「所有にも
とづかない経営者」（non-owner manager）の出現、他方では、全般的経営職能に対する
専門的な知識・技能の要請、すなわち、いわゆる「専門経営者」職能としての内容が問わ
れるなど、現代大企業における多くの重要な理論的課題を包摂している。
２．経営者の職能
産業技術の高度化・社会構造の複雑化がますます進展する現代にあっては、企業におけ
る経営者の役割はますます重要となってきている。経営者の職能に関しては多くの研究者
が多様な事項を提示し検討している８が、それは対外的職能としての経営戦略の策定、な
らび対内的職能としての全般的経営管理の遂行である。具体的に前者は、経営における基
本的な意思決定を基本とする経営戦略の策定、そして後者は、社会的労働過程の単位体で
ある企業において、それを成立せしめる人的労働の総体に対して、“management policy”
（経営政策ないし経営方針）９にもとづく活動を遂行させるため、各種諸制度および技法を
全社的に適用させる管理の遂行である。
（１）経営戦略の策定
合理的活動指向的かつ利益創出指向的と理解される組織体としての企業の活動において、
経営者には、経営環境の動向を見極め、企業内部の経営資源（人的資源、物的資源、財務
資源、情報資源）を有効に活用する総合的な経営政策（経営方針）を基本とする経営計画
（business planning）の策定と、それにもとづく実行が期待される。しかし、時代ととも
に、その具体的内容には変革が必要とされ、経営政策という語そのものにも変化が見られ
る。それは1960年代以降、より実践的な立場から企業成長の基本的な方向を探る「戦略」
（strategy）の概念の台頭である。
経営戦略には多様な意味ないし概念の存在が指摘できる。ホファーとシェンデル
（Ho f e r ,W .&Schende l ,D .）は、戦略という概念を最初に用いたチャンドラー
（Chandler,A.D.Jr.）から彼ら自身に至る13人の研究者における概念を比較し10（図表-3を参
照）、自らの戦略の概念を「組織がその目的を達成する方法を示すような、現在ならびに
予定した資源展開的相互作用との基本パターン」11と提示する。
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戦略の定義／・概念の幅
広義の戦略概念の名称
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指 標
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時 間
戦 略 要素あるいは
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事業戦略
製品－市場の
領域
成長ベクトル
競争優位性
シナジー
特定化されて
いない
特定化されて
いない
特定化され
ていない
サービス
技術
シナジー
順序づけと
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図表-3　戦略概念と戦略策定過程についての著者間比較
Hofer,W.&Schendel,D., Strategy Formulation:Analytical Concepts, West pub., 1978,pp.18-19/
（野中郁次郎･榊原清則･奥村昭博（訳）『戦略策定』、千倉書房、1981年、22-23頁）を原著に即し
一部変更、加筆。なお、各著書については文末注11を参照。
加護野忠男は戦略の概念として示されているものの多くに見られる共通項を3点指摘し
ている。それは、経営戦略が①企業の将来の方向あるいはあり方に一定の指針を与える構
想である、②企業と環境のかかわり方（環境適応のパターン）に関するものである、③企
業におけるさまざまな意思決定の指針あるいは決定ルールとしての役割を果たしている
―である12。すなわち、上記3項は、それぞれを経営戦略の①時間的構造：現在から将来
へ、あるいは長期的視野、②経営環境：環境（全体社会・自然環境を含む）に適合した組
織構造や組織分化の創造、あるいは社会に対する即応性、③企業内部管理：企業経営全般
にかかわる戦略的意思決定―という枠組みで捉えることができる。資本の増大・固定化、
また活動の多角化・グローバル化という状況下では、より巨視的な視点からこれら3点を
基本とした経営者の意思決定が、企業自身、さらには社会全体の将来に大きくかかわる。
現代企業には、競争優位の獲得を追求すると同時に、社会との関係を考慮し、社会との
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共生（symbiosis）を図ることが求められる。近年、このような戦略を「戦略的CSR」
（strategic CSR）13と表現する例も見られる。
（２）全般的経営管理の遂行
ホールデン、フィッシュ、スミスは経営者の具体的な職務として以下の9点を挙げてい
る。それは、
①　明確に定義され適切に配分された職能、責任、権限を有する会社組織の、健全で有
効な計画の維持
②　全ての管理職位に対し、十分に有能な人材の配置
③　長期を見通した計画および全般的目標の明確化
④　資本的支出、経常支出とその成果、人材、賃金、給与、製品ラインおよび価格など
のような全般的活動に関する有効な統制システムの維持
⑤　取締役会から権限委譲された範囲内で、部門管理者に委譲した権限を越える主要な
設備予算、収支予算、選任および給与の変更を規定化された統制方式にしたがって審
査し、承認する。
⑥　全般的な業務方針の決定
⑦　取締役会の決定を要する事項に関する取締役会への進言
⑧　主要な業務計画の全般的調整
⑨　事業部または職能別部門の業務および業績の評価
―である14。
これらは、取締役会で決定された基本方針にもとづく具体的な執行任務の内容である。
執行職能（operative function）の頂点にある経営者は、企業が持続的に存立し共通目的
を達成するために、企業内部の諸資源を使用し、協働活動が最も有効に作用するように調
整しなければならない。その一連の過程を管理と捉える。
基本的に管理とは、①計画（planning）、②組織（organizing）、③指導（leading）、④
統制（controlling）―の過程（process）、そしてその循環（cycle）として理解され、企
業の各部門・階層に存在するが、管理能力を必要とする度合いは、同一企業内では上位の
職務担当者ほど、また企業別では大規模企業ほど大きい。
経営者は、各部門の管理、そして各階層における管理をさらに統括した管理、すなわち
全般的経営管理をその職能とするため、各部門・階層における管理能力以上に高度の知
識・技能にもとづく能力が要求される。
（３）「プロフェッショナル経営者」の資質の発揮―2007年経済同友会の提言を中心に―
近年における株式会社制度の進展、すなわち、株式保有の高度分散化ならびに株式所有
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者の機関化に支えられた大規模株式会社における経営者の地位は、「所有にもとづく支配」
ではなく、経営活動にかかわる高度の専門的知識・技能の修得による能力の発揮を要請さ
れている。
社団法人・経済同友会の2007年5月における提言『経営者のあるべき姿とは―確固た
る倫理観に立脚したプロフェッショナリズムとリーダーシップ―』は、経営者の最大の
使命を、イノベーションを推進し企業の持続的成長を可能とすること、すなわち「企業価
値の持続的向上」であるとし、近年の経済界における、「プロフェッショナリズム」に裏
打ちされた経営者のリーダーシップの重要性を強調し、その理由を以下のように示してい
る。
（1）社会的背景として、
①企業を取り巻く環境の変化
②市場における評価の厳格化
③経営の透明性と新しい企業評価基準への対応
④頻発する企業不祥事
（2）各企業に内在する課題として
①経営者に適した人材の不足
②ガバナンス機能の不十分性
（3）経営者自身の課題として、
求められる感性・倫理観
そして、それらへの対応として具体的に、
①「プロフェッショナル経営者」に求められる資質・「ナレッジ・スキル」
②「プロフェッショナル経営者」を育成する仕組み・システム
③「プロフェッショナリズム」に裏打ちされたリーダーシップの発揮
―を提示している。
この中で注目すべき点は、上記の①「プロフェッショナル経営者」に求められる資質・
「ナレッジ・スキル」、における「高い倫理観と価値観」への言及である。そこでは、企業
活動は各種利害関係者の信認に立脚しているため、経営者に、現行法令遵守のみならず、
高い倫理観にもとづく公正で誠実な意思決定を行なうことの必要性が述べられている。
経済同友会は『第15回企業白書・「市場の進化」と社会的責任経営―企業の信頼構築
と持続的な価値創造に向けて―』（2003年3月）、および『自己評価レポート2003―日
本企業のCSR：現状と課題―』（2004年1月）などの公表により、日本におけるCSRに対
する関心の高まりに大きな貢献を果たしてきている。それとのかかわりにおいて、企業の
社会的責任に対する取り組みに、経営者の資質が不可欠であることを提唱した2007年の提
言は注目に値する。
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その提言では、「経営者」を「執行サイドの最高経営者（主に社長、会長、CEO）を指
す」としている。すなわち、「経営者」を職能として扱っていることに注意を要する15。し
かし、それらと、同友会が言うところの「プロフェッショナル経営者」の厳密な意味、そ
していわゆる「専門経営者」および“professional manager”との関係等は、必ずしも明
らかではない。
このように、わが国の経済界でもその必要性が問われ始めた経営者のプロフェッショナ
ル性について、アメリカではヘルド（Heald,M.）が、アメリカにおける「ビジネス・リー
ダーシップの専門的資質（professional qualities）についての議論は、1910年以降、経営
者自身の中で、また事業環境を観察しているひとびとの側でも一般的になされるようにな
った」16と述べている。すなわち、企業規模の拡大により、企業が一つの経済制度（eco-
nomic system）であると同時に社会的制度（social institution）としても認識されてきた
こと、さらに「企業の社会的責任」17との関係により、企業の主導権を有する職能の担当者
（＝経営者）に対してprofession性が求められ、論議されてきたのである。
なお“profession”の日本語訳としては「専門
．．
」の語が多く用いられるが、「専門経営者
．．．
」
の意味内容については、極めて多様な理解が存在する。
３．「専門経営者」の語義の多様性
一般に経営者には、所有経営者（owner manager）と「専門経営者」とが含まれると
されるが、近年、わが国でもその能力を期待される「専門経営者」は、出資との関係、な
らびにその独自的機能の面で、所有経営者と明確に区別されなければならない。そして、
所有経営者と「専門経営者」との相違を明らかにすることが、まさに「専門経営者」の出
現の過程と密接にかかわるのである。
企業規模の拡大ならびに株式会社制度の発達にもとづく最高管理職能の複雑化にともな
って、所有者自らがこの職能を担当することが不可能な場合が生じ、専門的能力を保持す
る「専門経営者」にそれを委任するという事態を招来するに至ったのである。
しかし、わが国において「専門」という語の意味は必ずしも明確ではない。すなわち、
英語のprofessionないしprofessionalを日本語表記する際、「専門家」・「専門職」・「プ
ロフェッション」・「プロフェッショナル」などとするが、それぞれの語の正確な内容に
関する合意が得られていない場合が多い。特に、それらが①職業または職能、さらにそれ
らに従事する個人のいずれに言及しているかについての不明確さ、②「スペシャリスト」、
「エクスパート」などとの異同、そして③企業内における職種としての「総合職」・「一
般職」に対する「専門職」との同一視―など多様な関連により混乱の生ずる可能性があ
る。そこで、以下においては「専門経営者」の含意を分類し、それらの論理的関連性を段
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階的に検討する18。
① 非所有経営者（non-owner manager）
「専門経営者」を単に所有経営者（owner manager）に対するものとして理解するこ
とである。ここでの「所有」とは出資、または株式会社においては株式所有を意味する。
したがって、株式会社を前提にした場合、非所有経営者は、非株主経営者もしくは非大株
主経営者であることのみと理解する。中村瑞穂によれば、「専門経営者」の意味する内容
の「最も消極的な説明」である19という。
② 被雇用経営者（employee-manager/hired manager/employed manager/salaried man-
ager20）
この語は、企業所有者と経営者との間における雇用者対被雇用者の関係をその視点とす
る理解である。被雇用経営者には、以下の3つの段階が含まれるであろう。
②-1「専門的技能経営者」（expert manager）
この段階では、経営者が企業所有者により雇用される目的・理由は明確となる。すなわ
ち、企業所有者により、経営機能の遂行に関する能力を「労働力」として購入される。た
だし、この段階で求められる能力は、もっぱら、所有者機能の忠実な
．．．
代行ないし所有者に
よる直接的監督下における能力の発揮という状況であるため、主観的・直感的・経験的な
判断能力の保有・発揮が期待され、その実現の成果は経営者の「私的・個人的な動静・去
就」21のみに委ねられざるをえない。したがって、その職能範囲は極めて限定あるいは特定
された（specialized）ものとなる。
②-2 高度専門的技術経営者（special art manager）
株式会社形態は、¡）資本調達の容易性と蓄積力の大きさ、™）技術的優越の可能性と
それにもとづく高収益性、£）信用利用における優越性、¢）景気変動に対する抵抗力の
強さ、∞）積極経営の可能性22―などの優越性により、多くの企業がその形態を採用し、
企業規模の拡大を可能としてきた。
企業規模の拡大は、事業の多角化・広域化、生産性向上を目的とした内部技術の高度化、
労働力雇用の拡充を必要とし、そのため管理職能の分化をも促進する。それは、経営者に
対して全般的管理に関する高度の能力の修得の必要性、すなわち、高度の知識・科学にも
とづく実践技術（art）の必要性を要求する。現代社会における多くの大規模企業の経営
者は、少なくともこの段階に達しているとの理解はおおむね妥当であると思われる。
②-3「専門経営者」（professional manager）
これは、professionの要件（次節を参照）を備えた経営者、すなわち、高度の知識・技
能の修得のみならず、経営者としての責任の認識の基礎となる厳格な倫理の体得をも前提
とした経営者と解される。
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なお、一般的にprofessionは、その内部における職能分化の進展の結果、専門とする領
域が細分化・特定化しているのに対し、専門経営者の職能は、それ自体が専門分化を通じ
て成立した職能でありつつ、同時に企業内の分化した各種の専門的職能を包括・統合する
機能をも求められることが極めて特徴的である。
４．経営者のprofession性
企業規模の拡大は、事業の多角化・広域化、生産性向上を目的とした管理技術の高度化、
労働力雇用の拡充を必要とし、そのため管理職能の量的増大・質的分化を促進する。それ
は、経営者に対して、全般的管理（general management）の高い能力の必要性、すなわ
ち、高度の知識・科学にもとづく実践技術の修得、そして企業活動に付随する社会への負
の影響の根絶ならびに正の影響の促進、すなわち社会に対する責任の認識である。換言す
れば経営職能に対してprofessionであることが要請される。
（１）professionの概念
professionをめぐるこれまでの理論的検討における伝統的なprofessionとは、古典的
（classical）professionまたは知的（learned）professionと称される3つの職業、すなわち、
聖職者、医師、弁護士を指す。その一般的な概念は、カー･サウンダースとウィルソン
（A.M.Carr- Saunders & P.A.Wilson）、その他の提示した以下のような構成に代表される23。
①　高度専門的な教育・訓練を通じて体得された知識・技能の体系
②　職業集団の構成員における、国家または同業者団体（association）による資格認定
の必要性
③　職業集団自体の組織化と組織維持のための構成員における一定の行為規範（倫理綱
領等）の保持
④　職務遂行の際、営利を目的とするのではなく利他主義（altruism）的動機を優先し、
公益の増進を目的とすること
⑤　高度専門的な知識・技能を占有し、公益志向の結果として高度の自律性（autono-
my）ならびに社会的権威の保有
現在でも、この概念を継承する職業をprofessionと見なすことについて異論はないであ
ろう。しかし、社会・経済・科学・技術等の高度発展を経て、professionの概念が旧来の
それと必ずしも一致しなくなってきていることが多くの研究者により指摘されている。そ
れは、professionにおける外的要因および内的要因の変化を受けてprofessionの概念を拡大
的に解釈する考えがもたらされたためである。
外的要因は、社会環境の変化にともない、professionが職能を遂行する場の事業形態の
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変化に起因する。伝統的なprofessionがそうであった独立個人就業形態から、集団就業形
態を経て、大規模化・永続化を目的とする事業形態への移行にともない、組織体に雇用さ
れる就業形態が増加してきたことである。また、内的要因は、より高度の専門的知識・技
能に対する社会的需要が拡大されたことと関連し、同一profession内部における質的多様
化の要請に起因する。具体的には、profession内部における分業の進展あるいは特化であ
り、それにともなう新たな職業の派生、また、professionの周辺もしくは境界線上にある
職業（emerging or marginal profession）24（新興専門職と表現する）がprofessionに接近
し、その地位に参入しようとする現象（professionalization）である。これはprofession自
身の業務または周辺業務の高水準化現象の結果であり、工学技術系応用分野においてこの
現象は特に顕著であるといわれる。そのため、新たな就業形態、新たな職業に即するよう
にprofessionの概念の拡大を試みる動向がそれである。
しかしこのように、時代によりprofessionの概念の内容に変化が生じつつあろうとも、
professionに対しては、科学（science）および技術（art）における高度な専門性の修得、
ならびに公益的志向にもとづき活動を行うこと、すなわち、その内実として厳格な倫理
（ethics）の体得が最も基本的かつ必要不可欠な要件として求められる。
（２）アメリカにおける経営者教育の展開
今日、経営者をprofessionとして養成する役割を特に期待されているものに、専門職大
学院としてのビジネス・スクールの存在が大きい。経営者業務のprofession性は、アメリ
カでは1930年代以降、非所有経営者の役割の重要性が認識されるようになるにともなって
一段と強く求められ、その議論とあいまって、経営者教育の重要性が指摘されてきた。
アメリカにおけるビジネス・スクールは、19世紀末の急速な工業化を背景に登場した。
当時、企業規模の拡大と業務の複雑化が企業経営における機能を多様化させ、所有経営者
による経営はすでに衰退の傾向にあった。それは所有経営者による企業経営に限界が認識
され、後に「専門経営者」といわれる経営者の登場を促すものであった。図表-4はアメリ
カにおける主要なビジネス・スクールおよびビジネス教育に関連する事項を示したもので
ある。
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1880年
1881年
1898年
1900年
1902年
1903年
1908年
1911年
1913年
1914－
1918年
1916年
1922年
1923年
1932年
1936年
1938年
1939－
1945年
1941年
1945年
1951年
アメリカ機械技師協会（Amer ican Soc iety of  
Mechanical Engineers ; ASME）設立
ペンシルヴァニア大学ウォー トン校（金融・経済学部）設立
カリフォルニア大学バークリー校（商学部）
シカゴ大学（商学部）設立
ウィスコンシン大学（商学部）、ダートマス大学
（商学部）設立
カーネギー財団設立
Taylor,F.W. , Shop Management.刊行
ハーバ ドー大学経営大学院（ビジネス・スクール）設立、
ノースウェスタン大学（商学部）設立
Taylor,F.W. , The Principles of Scientiﬁc Management.
刊行
ロックフェラー財団設立
第一次世界大戦
コロンビア大学（経営学部）設立
テイラー協会（Taylor Society）設立
「ハーバードビジネスレビュー」誌刊行
「アメリカ経営者協会」（American Management 
Association;AMA）設立
Barle,A.A.Jr.=Means,G.C.The Modern Corporation 
and Private Property刊行
フォード財団設立
Barnard,C.I. The Function of the Executive刊行
第二次世界大戦
Burnham,J. The Managerial Revolution: what is 
happening in the world. 刊行
Grdon,R.A., Business Leadership in the Large 
Corporation. 刊行
Holden,P.E.&Fish,L.S.&Smith,H.L.,Top-Management 
Organization and Control,刊行
工場運営の効率化、生産性向上を目指して生
産性増進運動を展開
世界初の学部教育レベルのビジネス・スクール
→1899年から「哲学的研究：商業倫理の歴史
と原則」設置
慈善事業団体
世界初の大学院教育レベルのビジネス・スクー ル
慈善事業団体
→1936年に産業技師協会と合併し「管理振興
協会」となる
→新たな経営哲学を討論する場となる
「ボストン雇用管理者協会」・「全国会社学
校協会」他と合併、経営者職能の調整・統合
を重視
慈善事業団体（1955－1965、多くのビジネス・
スクールに財政的援助実施）
図表-4　アメリカにおける主要なビジネス・スクールおよびビジネス教育に関連する事項
　　　　（19世紀末～20世紀中葉）
備考：筆者作成
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当初のビジネス・スクールにおける教育の内容は、そのほとんどが実用性（utilitarian）
と実践性（practical）を強調したもので、具体的には財務、科学的管理、会計学、経済学、
統計学等であった25。しかし、1930年代以降、全般管理職能の重要性が問われるようにな
るにしたがって、その議論と相俟って、経営者職能のprofession性を重視した教育の必要
性が強調されるようになる。
1950年代には、企業を、私的企業というよりは多数の利害関係者から構成された「社会
制度」（social institution）とみなす傾向が強くなり、経営者も、外部環境の複雑さが増大
するにつれ、単に所有者利益および自己利益のためにのみ権限を行使することは不可能と
なった。すなわち、企業経営の利益集団（interest groups）の要求をも考慮しなければな
らない自覚を求められたことにより、経営者には新しい存在意義を期待されることとなっ
た。エプスタイン（Epstein,E.M.）は、1959年に「企業と環境との相互作用に関する『敏
感で洗練された理解』と、絶えず変化する社会における企業の役割、果たすことができる
役割について提供する」課程を、学部および修士の段階における経営学教育の重要な部分
としたゴードンとハウエル（Gordon,R.A.&Howell,J.E.）による提起26、また、同年に「よ
く教育された企業人にとって、企業と社会との相互作用を理解することが重要である」と
したピアソン（Pierson,F.C.）による指摘27を紹介している。
さらにエプスタインによれば、1960年代は、「連邦政府と州政府が企業の責任に関する
社会的期待を具体化し変化する法律の制定に消極的ではなくなった」こととも関連し、経
営教育に「企業倫理」（business ethics）と「経営社会政策」（corporate social policy）
が登場し、特に重要な時代となったという28。
1970年代には「企業倫理」をも含む「企業と社会」（business and society；B&S）29が学
問の専門分野として大きく展開し、多くのビジネス・スクールで取り上げられると同時に、
新興領域として「企業倫理」も注目され始めた。
そして、1980年代には多くの要因により企業倫理への関心はますます高まり、その状況
をエプスタインは「アメリカ合衆国において、1980年代になされたAACSB〔アメリカビ
ジネス・スクール協会（The Association to Advance Collegiate Schools of Business）
（―引用者）〕の認可基準には、すべての経営を学ぶ学生が到達を期待される『共通の知
識』の一部として『社会的・政治的影響』に関連する『倫理的考慮』が明確に含まれてい
た」と紹介する。またディジョージ（DeGeorge,R.T.）は1985年時点において「『企業倫理』
（学）が一つの学問分野（an academic field）として確立された」ことを証明する論文を
記述している30。
ビジネス・スクールにおけるprofessional経営者への教育はこのように展開された。一
般にprofessionの条件として、高度の知識・技能、ならびに倫理の修得が必須であること
は既述した。産業技術の進展および社会の複雑化にともない、経営者職能には高度の知
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識・技能が要請され、経営者もおのずとその必要性を意識せざるをえなかったことは言う
までもないが、大規模化した企業のおよぼす影響の深刻化、また将来に向けた持続的な社
会の発展などへの配慮、そして企業倫理教育も必要不可欠である。特に、近年のCSRの論
議ともかかわりますます重要度を増すであろう。ビジネス・スクールの教育の一環として
企業倫理が定着していくことは、経営者が厳密な意味でのprofessionに一段と接近するこ
とを裏付けている。
中村瑞穂は、Fortune誌（1992年4月20日号）に掲載されたラビッチ（Labich,K.）によ
るアメリカ大企業の実態調査の結果、さらにHarvard Business Review誌（1993年5-6月
号）に掲載されたスターク（Stark,A.）の論文を以下のように紹介している。
「Fortune誌作成の全米大企業ランキング上位1000社を対象とした調査の回答企業のう
ち40パーセント強が企業倫理に関するワークショップやセミナーを実施してきており、約
3分の2が最高役員によって構成される倫理委員会（ethics committee）を設置していると
いう。また約200社が常勤の倫理担当役員（ethics officer）の職位を設けているという。
それは通常、上級副社長レベルで会長もしくは前述の倫理委員会の直属であるという。そ
して、経験豊富な上級役員が任命され、社内のombudsmanとして機能するとともに、ホ
ットラインを設けるなどして内部告発（whistle blowing）に対する役割を果たすものと
されている。そのほか、企業倫理にかかわる業務処理基準の厳密化、社内広報・教育訓
練・指導助言の効果的手法・活用、さらには管理者の行動の倫理性に関する同僚・部下に
よる評定制度の導入など、各種の具体的事例が紹介されている」31。
「①全米の大学で現在、開設されている企業倫理学の講座は500を越す。②全国のビジ
ネス・スクールの優に90パーセントが、企業倫理の分野に属する何らかの教育訓練を実施
中である。③企業倫理学の教科書は25種類以上にのぼり、専門の学術雑誌も3種類刊行さ
れている。④企業倫理に関する研究所として、少なくとも16の機関が活動中である。⑤企
業倫理に関する選任教授担当の寄付講座が、Georgetown、Virginia、Minnesota、その他
多数の著名なビジネス・スクールに設置されている」。32
またより最近では、Wall Street Journal紙（2005年12月13日）の「採用担当者は責任に
関する教育訓練を受けた M.B.A.を求める」と題された記事では、「ますます多くの企業が、
『社会的・環境的責任』（social and environmental responsibility）に関連する講義を履修
し、実務経験を有するM.B.A.取得者を求めている。」として次のような事実を紹介してい
る。「2005年のWall Street Journal紙で紹介されたビジネス・スクール調査によれば、企
業の採用担当者の84%は、M.B.A.取得者たちがCSRに対する意識ならびに知識を提示して
いることが、極めて、もしくはかなり重要である。〔―中略―（引用者）〕大企業は、
『社会的・環境的責任』に関する授業を実施しているビジネス・スクールとの間に、緊密
な連携を推進し始めてきている。Aspen研究所と世界資源研究所が行なった世界中の約
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100のM.B.A.課程に対する調査では、企業の責任に関する講義を履修する学生を求める
M.B.A.課程が、2001年においてはわずか1/3に過ぎなかったが、いまや半数以上に達して
いることを見出している」33。
さらに同紙は、カリフォルニア大学バークリー校（The University of California at
Berkeley）のハース・ビジネス・スクール（The Haas School of Business）における
CSR関連教育の現状について、次のように紹介している。
「バークリーのハース・ビジネス・スクールは、採用担当者と学生との双方の関心を集
めている。事実、当年入学のMBA学生の4分の1が、ハース校を選択した理由は『社会的
起業家論』（Social Entrepreneurship）や『新興国市場向けの事業戦略』（Business
Strategies for Emerging Market）などを含む、社会的および環境論的内容（social or
environmental focus）の科目を30近く設置しているからである」と述べている。最も人
気のある授業の一つ、『戦略的企業責任』（Strategic Corporate Responsibility）は学生た
ちに、Detroit Lionsフットボールチームやサンダル・メーカーのBirkenstockなど、各種
の依頼企業に対するコンサルティング・プロジェクトを進行することを求めている。学生
たちは社会的責任投資（socially responsible investing；SRI）・人権・戦略的社会貢献、
そして官民連携（public/private partnership）といった課題事項（issues）を探求するの
である。しかし、ハース校は単に環境保護運動的な社会改良家（tree-hugging do-gooders）
を育成しようとしているのではない。結局のところ、採用担当者たちは依然として、リー
ダーシップ能力と優れた伝達ならびに分析の技能を有するチームプレイヤーを高く評価す
るのである。「私はより多くの会社から、まずは堅実なゼネラル・マネジャーであるMBA
を求めると聞いてはいるが、それらの会社はまた、社会的責任をも重要視している」とバ
ークリーの「責任あるビジネスのためのセンター」（Center for Responsible Business）
の常任理事であるケリー・マックエルハニー（Kellie,M.）は述べている。「過去において
は、会社は実施業務やマーケティングを担当する内部者を選抜したが、それらの人々の多
くは人権査定や非政府組織との連携などの課題事項に飛躍することはできなかった」と。
以上、ビジネス・スクールにおける経営者教育の展開と、近年のアメリカ大企業の企業
倫理への取り組みの現状、ならびにビジネス・スクールの経営教育の展開をみた。これら
は真のprofessional経営者が求められている現実の一例証にほかならないのである。
５．CSR経営の推進と経営者の責任
近年、CSRは、世界的な規模で注目されてきており、それへの取り組みは、企業と社会
との相互関係を対象に、企業の社会に対する責任の範囲について、一方では全体社会から
包括的に、また他方、利害関係者（stakeholder）の類型ごとに個別的・具体的に問うて
年　度
1999年度
2000年度
2001年度
2002年度
2003年度
2004年度
2005年度
2006年度
委　員　会　（委　員　長）
経済社会思想を考える委員会（南直哉委員長）
　　　　　〃
市場の進化と21世紀の企業委員会（斉藤敏一座長）
　　　　　〃
CSR推進委員会（桜井正光委員長）
CSR推進委員会（南直哉委員長）
　　　　　〃
　　　　　〃
主　な　活　動　内　容
・『我われの考える経済社会』
・『21世紀宣言（「市場の進化）の提唱』
・第1回「経営者意識調査」
・欧州現地調査（英国、ベルギー、ドイツ、スイス）
・第15回企業白書『市場の進化と社会的責任経営』
　（ＣＳＲの提唱、自己評価シート）
・第1回「自己評価」の実施
・『日本企業のCSR：進歩と展望─自己評価レポート2003』
・「自己評価シート」の改訂
・シンポジウム開催
・第2回「経営者意識調査」および「自己評価」の実施
・『日本企業のCSR：進歩と展望─自己評価レポート2006』
・『CSRイノベーション─事業活動を通じやCSRによる新た
　な価値創造─』（日本企業のグッド・プラクティス）
図表-5　経済同友会のCSR（社会的責任経営）に関する取り組み状況
出所：社団法人・経済同友会「価値創造型CSRによる社会的変革─社会からの信頼と社会的課題に応えるCSR─」、7頁。
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きている。それは、地球規模の環境問題から、各種利害関係者との関係に内在する課題
（issue）ないし表出した問題（problem）、さらに社会貢献（philanthropy）等、企業の徳
（virtue）にもとづくと多種多様な努力である。本節ではCSR経営の推進と企業倫理との
関係、そしてCSRへの取り組みにおけるprofessionとしての経営者の責任について検討す
る。
（１）CSR経営と企業倫理
本来、CSRの考え方は、企業と社会との関係を基本視座として、社会からの要請に対す
る企業の「応答」（response）ないし「応答可能性」（responsibility）として捉えられ、社
会との関係をより具体的に理解するため、利害関係者のという概念を用いる。その際、企
業の責任は、従来からの経済的考慮のみならず、当該企業の活動と利害関係者との関係に
おいて、社会的・環境的考慮をも自発的・積極的に組み込んでいくことを意味する。企業
活動に求められる責任の対象は、最も端的には「社会における経済活動のあり方」であり、
社会もしくは利害関係者から支持される企業を経営者が創造していかなくてはならないこ
との再考を促す。
本項ではCSRを、企業がその活動の具体的内容、ならびに利害関係者との相互関係にお
いて、公正性・公平性、人権尊重、環境保全などの視点を組み入れて、社会の持続可能な
発展を目指す自発的・積極的な取り組み、と定義し、当該企業の本来業務にその取り組み
を組み入れた企業経営をCSR経営とする。
わが国おいては、かねてよりCSR の重要性を唱えてきている経済同友会が2008年5月に
『価値創造型CSRによる社会的変革―社会からの信頼と社会的課題に応えるCSR―』
なる提言を公表した（図表-5は、経済同友会によるCSRに関する取り組み状況である）。
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それによれば「価値創造型CSR」とは、「社会からの要請と期待に対する感受性を磨き、
社会的課題と自社の事業活動との関連性を発見することにより、信頼と価値創造につなげ
るCSR経営を目指す」ことである。その実現に向けて、まず、相次ぐ「企業不祥事」によ
る信頼崩壊という日本企業の現状把握、ならびにCSRに関する課題（①基本戦略に起因す
る課題、②組織・体制に起因する課題、③実務上に起因する課題、④その他の課題）を確
認し、「CSRへのイノベーション」を推進するため、企業がCSRに取り組む理由を①CSR
の本質の再確認、②自主・自律の発揮、③CSRの進化―という視点から捉え分析してい
る。そして①経営トップのリーダーシップとコミットメントの必要性、②社会からの期待
と要請、社会的課題の直視、③社会性を備えた人材育成、④PDCAによるCSRマネジメン
トシステムの確立、⑤一企業を超えた連携、⑥ステークホルダーとの多面的な会話―を
通し「価値創造型CSR」へと進化することを目指す。そしてこの取り組みを「『新・日本
流経営』への期待」として表現している。
この提言で注目すべき点は、「『本業を通じたCSR』を基本にして、現行法令遵守（com-
pliance）をはじめとする『守りのCSR』を超えた『攻めのCSR』」という認識である。本
来、法令遵守は企業のみならず社会における全ての構成員にとって当然の義務であり、
CSR以前の問題である。またCSRを限定的に、社会貢献と同義に捉える傾向があることの
指摘である。この2点に関しては、中村瑞穂により、企業倫理に対する日本での認識の問
題点としてすでに指摘されている。すなわち「『コンプライアンス』（法令遵守）と企業倫
理の同一視」、そして「企業倫理と企業または経営者の社会的責任との同一視であり、そ
の具体的実践の水準での表現は企業倫理をもって『企業の社会的貢献』（corporate phil-
anthropy）もしくは『善良な企業市民』（good corporate citizenship）の概念ないしは、
それにもとづく実践とみなすこと」である34。
なお、ここでCSRと企業倫理との関係に言及しなければならない。近年、「ブーム」と
言われるまでに世界中の関心の的となっているCSRについて、歴史的な経緯と各種の接近
法35が注目されているが、周知のようにフレデリック（Frederick,W.C.）は、1970年代初
頭における企業の社会的責任を、「激動の60年代」への反省を経ての社会への利益の還元、
すなわち、企業による寄付や芸術・文化支援活動（me-ce´nat；メセナ）などその中心的な
考えが「企業の社会貢献」、もしくは事後的な対処に関する責任であったとし、それを企
業の社会的責任=（corporate social responsibility；“CSR 1”）と表現する。ただし、こ
の、企業の社会的責任という語は、現在においてグローバルにまで共通に理解されてきて
いる専門用語（technical term）としての「企業の社会的責任」ないしCSRの内容とは同
一ではなく各種多様な事項を包括している。それに対し1970年代中葉においては、企業が
かかわってきた課題事項（issue）への即応的（responsive）な対処がその中心概念となる
社会的即応性=（corporate social responsiveness；“CSR 2”）が台頭する。そして1980
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年代には、「①実在事象としての企業の反社会的行動、②問題意識の基盤をなした市民的
権利意識、③実践施策による問題解決の可能性を確信させる歴史的な経験」36という直接
的契機にもとづき、企業と社会との関係において企業倫理の必要不可欠性が求められ、そ
れへの取り組みが急速に展開されることとなった。それは社会問題に対する感受性を高め、
具体的に課題事項を分析することを通し、深刻な問題への発展の回避のための実践に、企
業における道徳性（morality）ないし倫理（ethics）の絶対的な重要性が求められたので
ある。そしてこれが、企業の社会的道義すなわち企業倫理=（corporate social recti-
tude；“CSR 3”）である。
したがって、社会に対して企業の与える負の影響の根絶、ないしその最小化へ向けての
努力、さらに、公正性・公平性、人権尊重、環境保全等と関連した社会的課題・問題を克
服し、「持続可能な発展」（sustainable development）に寄与する考えを基本とする現在
のCSR、またその実践としてのCSR経営において、企業倫理はその最も中心的概念であり
根幹を成すものである。企業倫理の確立・実践を担うのは企業の最終的統括者としての経
営者の職能であり、また、それを推進することがprofessionとしての経営者の本領となる。
（２）CSRへの取り組みと経営者の責任
現代における経営者は次のような意識を持たなくてはならない。
¡）企業は資本主義経済のうちにおける固有の役割を担う主体ではあるが、社会的な性
格をも有する存在である。
™）企業は社会〔全体社会（whole society）〕との相互関係を有する。
£）企業はその活動のうちに社会的責任（経営者の体得する倫理観の実現）を果たす。
¢）社会全体の「持続可能な発展」（sustainable development）に貢献する。
∞）企業活動における方針の統合的・最終的意思決定者は経営者である。
CSR経営の推進に際し、企業倫理を基本とするCSRの考え方を企業内部の構成員に定着
させ、企業活動に反映させる役割を担うのは経営者である。すなわち、経営者には社会に
対して実践される企業活動に対する責任が発生するのである。
本項では、特にCSRとの関連においてprofessionとしての経営者の責任について検討す
る。その際、企業統治（corporate governance）の機関構造を、①株主総会、②取締役会、
③業務執行担当常勤役員（経営者）、と3機関に分け、それぞれの間における権限
（authority）とそれに対応する責任（responsibility）を明確化するという視点を採る。
① 株主総会
近年の高度に発達した株式会社制度の下では、企業の利害関係者であり企業の所有者た
る株主は、自らが直接に経営を行なわず、株主の総意を反映する株主総会を通し取締役会
に運営を委任する。すなわち、取締役会は株主から権限委譲（delegation of authority）
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を受けた受託機関となり、株主に対しては受託責任（trusteeship）が発生する。
② 取締役会
取締役会は、会社法（2005年公布、2006年施行）により、株主総会の召集の決定（298
条4項）、取締役会設置会社の業務執行の決定（362条2項1号）、取締役の職務の執行の監督
（362条2項2号）、代表取締役の選定及び解職（362条2項3号）などについての権限を有する。
すなわち、実質的には業務遂行に関する権限は業務執行担当常勤役員に委譲することにな
る。
③ 業務執行担当常勤役員（経営者）
本稿では、最高経営責任者（chief  executive officer；CEO）を含む業務執行担当常勤
役員と常勤取締役とを経営者と規定しているが、常勤ではあっても取締役、すなわち、経
営業務の執行をも兼任している取締役に対して、純粋なprofession性を期待することは困
難である。それゆえprofession性が期待される経営者とは、取締役を兼任していない業務
執行担当常勤役員ということになる。
profession性を期待される経営者は、経営戦略の策定、全般的経営管理を通し、企業活
動として多面的総合的影響力を社会（利害関係者）に対して行使する。この多面的総合的
影響力の社会への行使は、その性格を例外的特殊能力37にもとづく高度専門的行為として
理解され、この影響力の行使をともなう責任こそが「企業の社会的責任」である。すなわ
ち、経営者は取締役会から委譲された権限の範囲内で意思決定を行い、それにもとづき企
業は活動を行なう。企業活動はその結果として社会に対して大きな影響を与えることが必
然であり、その影響力にともなう責任として企業には社会的責任が発生するのである。こ
のことは企業における責任の最終的負担者が経営者であることを意味しており、したがっ
て経営者は、一方における取締役会から委譲された権限に対する受託責任の負担と同時に、
他方、社会に対する「企業の社会的責任」をも職務上負担しなくてはならない。ゆえに経
営者にはprofession性が期待されるのである。
そこで、このように重大な責任負担に関しては、個別企業の枠を超え横断的に組織され
る経営者の団体が、既成のprofessionにおける専門職団体（professional association）と
同様の機能を発揮することが期待される。
従来、企業統治に関しては、個別企業内における構造の実態の視点から論議されること
が主であったが、近年におけるこのような変化は、経営問題がCSRの観点から、すなわち、
個別企業と全体社会との関係の視点から論議されるようになってきたことを意味する。
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補論―公的業務民間委託組織における経営者の責任―
資源配分の効率性と所得分配の公平性の達成を目的とし、非市場分野および公共財ない
し純公共財を対象とする経済学に公共経済学がある。それは市場が機能しない、あるいは
市場によっては解決できない状況〔「市場の失敗」（market failure）〕を引き起こす財・サ
ービス（＝公共財・準公共財など）について、市場機構に介入する公的部門を対象とする。
しかし、近年、先進諸国では、政府による過度の民間介入を批判して、個人の自由と責任
にもとづく競争と市場原理を重視する傾向がある。わが国でも規制緩和が、経済構造改革
を進める一つの有効な手段であるとされ、それまで公的部門がその業務として行ってきた
公益性の高い財やサービスの生産・販売を「民営化」（privatization）する動向が進展し
ている。その流れは、それまで不可侵とされてきた教育・医療・社会福祉等の分野にまで
およんでいる。ここでは①「民営化」、②「民営化」と「民間譲渡」を含む「民間委譲」、
ならびに③「包括的民間業務委託」等をも包摂する概念である「民間開放」―により、
民間組織が従来の公的業務を受託することを「民間受託」とし、その主体を「公的業務民
間受託組織」と規定する。
公的業務民間受託組織における経営者の責任の重要性を示唆する具体的な例として、介
護保険制度における高齢者介護事業38がある。介護保険法（1997年法律第123号）にもとづ
き、2000年4月に施行された「公的介護保険制度」では、需要の特に大きい、高齢者居宅
介護サービス分野において、当該地方公共団体、あるいはその措置委託による社会福祉法
人など、公的供給主体としての性格の強い、従来からの受託供給主体に加えて、指定を受
けた営利法人をも含む多様な民間主体の参入が進展し、介護サービス市場が開設された。
当初から社会福祉分野への市場原理の導入、すなわち企業の参入に対しては、その主体が
効率性のみを優先する可能性を危惧する見解も多く、現実に、事業所設置基準違反、不正
請求、詐欺事件、さらには高齢者介護事業におけるprofessionであるとみなされる介護支
援専門員（ケアマネジャー）による不適切な対応等が後を絶たない。重要なことは、営利
と公益の両立可能性を経営者が十分に理解し、効率性、公平性そして公正性の同時実現を
達成することである。そのためには、一般の事業展開を行なう企業の経営者に求められて
いると同一の企業の社会的責任の認識が必要不可欠であり、企業内にはprofessionとして
の経営者の積極的主導による企業倫理の確立を実現することが強く求められる39。
結日本では「企業の社会的責任」という用語は、かつて1970年代に多発した公害の際、使
用され始めた用語である。しかし、当時においては、「倫理的課題事項に属する諸種の事
象が、その内的性格においてそれぞれ個別独立のものと理解され、それらの共通性におい
て認識されることがきわめて少なかった。したがって、それらの事象をめぐる具体的な実
践も、その発生原因に遡及して問題の根本的解決を求めるものではなく、むしろ、それら
が招来する当面の結果の処理に専念する性格のものとなっている」40と指摘されるように、
課題事項への対処は、企業の危機管理や企業防衛のための対策、すなわち、企業イメージ
の維持・回復に関する対策および現行法令遵守の励行であったに過ぎず、「予測的（antic-
ipatory）で先行的（pro-active）である行動」41を重視する議論には至らなかった。しかし、
今日、「企業の社会的責任」ないしCSRは企業活動における事後的対応や社会貢献という
従来の責任概念のみならず、「不祥事」に対する未然防止、また、公正性・公平性、人権
尊重、環境保全などの視点を組み入れた社会の「持続可能な発展」（sustainable develop-
ment）に対する積極的な取り組みとして定着しつつあり、CSRは企業の一大関心事とな
っている42。
このようなCSRについて、企業活動における総合的意思決定の要となる経営者の役割が
極めて大きいことはいうまでもなく、CSRの企業内における最終的責任の負担者が経営者
であることは既述した。その責任に関し、具体的に対応・負担する能力として経営者に
profession性が要求されるのは必然である。それは、経営者職能にも他のprofessionと同様
に｢公共的な使命｣（public mission）が課されているからにほかならない。そしてその
profession性を充足するものとして高度の知識・技能の修得だけでなく、それを社会に対
して行使する権限に相応する責任の認識、すなわち専門職倫理（professional ethics）の
体得が不可欠である。
しかし、経営者の責任を貫徹させるためには、一方における真のprofessionとしての経
営者に対する要請と同時に、社会の成熟もまた必要となろう。それは人類社会ならびに環
境の「持続可能性」（sustainability）に対する理解や、企業に関連する不正を完全否定す
る意識の形成・普及である。換言すれば、公益性の重大さを社会全体も価値観として共有
することであり、企業および社会の両者の呼応が実現されることが期待される。
最後に若干の課題を提示したい。第1に、わが国では真のprofessionとしての経営者を養
成する教育機関は果たして存在するのであろうか。第2に、近年、常勤役員の報酬の高額
性に対する批判ないし疑問が、アメリカにおいて提起されている事実もまた、profession
に求められる倫理性との関連において検討されることとなろう。
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